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二つの海峡危機の狭間におけるアメリカ合衆国の台湾政策
―台湾の「経済的自立」をめぐるアイゼンハワー政権内の議論に着目して―
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はじめに
　第 1次台湾海峡危機の最中の 1954年 12月下旬，時のアイゼンハワー（Dwight D. Eisenhower）
政権（以下，政権）は，極東政策に関する国家安全保障会議（以下，NSC［National Security 
Council］）文書 5429/5『目下の米国の極東政策』を採択した。同文書は中国に対する長期的方針
として，対中圧力を継続しつつ，中ソ同盟の弱体化，そしてその後の中国の「対ソ志向性からの転
換」を待つという「封じ込め」を採用していた。それは政権が，究極的には中国共産党政権の「挿
げ替え（replacement）」を目標に掲げつつ，ひたすら対中圧力の強化を追求してきたそれまでの立
場から，より穏健な方針へと転換したことを意味していた。その後 55年 4月下旬，海峡危機の終
息を受け，政権は「事実上の休戦」―緊張緩和を求める国際世論，とくにアジア世論への配慮から，
中国が，「正式な」休戦がなくとも武力行使を控えざるを得ない状況―が台湾海峡に現れつつある
と判断し，8月 1日に始まった米中大使級会談を活用しつつ，その定着を目指したのであった。
　一方，NSC5429/5の採択とほぼ同時期の，54年 12月初めに調印された米華相互防衛条約（以
下，米華条約）は，次の 2点に関して実質的な拒否権を米国に与える内容を含んでいた。すなわち，
国民党政権（以下，国府）による台湾・澎湖諸島以外への軍事力の移動に対する拒否権，ならびに
大陸反攻を含む国府の対外軍事活動全般に対する拒否権である。つまり条約は，蒋介石を台湾に固
定し，上記の対中「封じ込め」をより安定的なものとして定式化する役割を担ったのである。
　要するに，55年夏までに米国は，台湾海峡をはさむ中台分断状況を固定化させ，それにより，
海峡を含む極東地域の安定化を目指す立場を確立したのであった。本稿はそれを，「分断固定化」
政策と称することとする［吹戸 2014: 1―2，22―23］。
　では 50年代後半以降，米国は「分断固定化」政策の下，台湾海峡にどのように関与したのであ
ろうか。これが筆者の問題意識である。そして，この問題に取り組むには，当該時期の米国の中国
政策と台湾政策の両者を検討する必要があり，本稿はその最初の作業として台湾政策を取り上げる
ものである。
　さて，50年代後半の米国の台湾政策を扱う先行研究を瞥見するならば，2種類に大別できる。一
つは，58年 8月下旬の第 2次台湾海峡危機や危機後の台湾政策の展開を検討する研究群であり，
それらの研究において，第 1次危機終了後の 55年夏から第 2次危機勃発前夜までの 3年間は実質
的に空白となっている。また，前史として言及する場合でも，この期間の台湾政策に目立った変化
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はないと結論付ける［Tucker 1994: chaps. 3―5; Garver 1997; Accinelli 2001; 張 2001: 261―285; 石川
2001; 石川 2002; 前田 2002; 前田 2004; 張 2012］。もう一つは，台湾政策の経済面に焦点を当てる一
群の研究である。だがこれらの研究群も，台湾における輸出主導型経済への転換が始動する 58年
以降に叙述の重点を置く傾向があり，上記 3年間における政策の様態に対する分析は十分といえな
い。またそれらは，扱うテーマの性質上やむを得ないとはいえ，この時期における台湾政策の軍事
面を概ね捨象している［Jacoby 1966; 趙 1985; 文 1990; Tucker 1994: 52―72; 前田 1999; 前田 2000; 
Cullather 2001］。
　そこで本稿は，この 3年間における台湾政策の様態について，これまである程度検討が行われて
きた経済面のみならず軍事面も含めて詳らかにし，それを踏まえ，この 3年間が 50年代後半の米
国の台湾政策において占めた歴史的位置について考察する。そして筆者は，以下 2つの分析視角が
かかる考察において有効であると考える。
　一つは，冷戦の変容が台湾政策に与えた影響である。冷戦の変容は，ソ連の対外戦略の変化とし
て始まった。53年 3月初頭のスターリン（Joseph Stalin）の死後，ソ連は「平和共存」路線へと舵
を切り，フルシチョフ（Nikita Khrushchev）が新指導者として浮上した 55年以降，戦争以外の手
段に主軸を置いた対米攻勢は本格化していく。そして 55年夏の米英仏ソ 4か国首脳会談以降，冷
戦は「政治経済戦争」としての様相をますます強め，極東においてその様相は，この地域の発展途
上諸国の経済開発問題をめぐる，東西両体制間の優劣争いとして現れたのである。こうした冷戦の
変容の下，50年代後半における米国の第三世界とくにアジア諸国への対応が，それまでの軍事優
先から政治的安定や経済発展の重視へと転換した歴史的経緯については先行研究が明らかにしてい
る通りであり，そうであれば，この 3年間における台湾政策に対する同様の影響の有無についても
検討に値するであろう［佐々木 2008: 34―42; 李 1996: 第 6章 ; 石井 1982: 112―114］。だが，上記第 2
の研究群は台湾政策の軍事面を取り上げていないため，そうした影響を十分に解明できていないの
である。
　第 2の，そして，本稿がより重視する分析視角は，台湾政策の経済面のなかでも，「経済的自立
（economic self-support）」をめぐる政権内の議論である。
　「経済的自立」とは，国府が自らの資源を以て，巨大な軍事力を擁する自国経済を支え，それに
より，米国の経済援助への依存が低下する状況を指し，そのためには経済発展が不可欠であった。
そして，上記の冷戦の変容を契機として政権内で始まった，55年夏の台湾政策をめぐる再検討の
過程で最も密度の濃い議論がたたかわされたのは，経済的自立とそのための経済発展に他ならな
かった。本稿が，この分析視角を何より重視する所以である。なお，経済発展への着目という点で，
本稿と第 2の研究群の関心はある程度重なり合うものの，本稿はこれまで十分に活用されてこな
かった一次史料に基づき，また，第 2の研究群が着目してこなかった省庁レベルの動向を切り口と
することで，かかる議論の詳細をはじめて明らかにする。
　以上二つの分析視角による検討作業を経て，本稿は，この 3年間における台湾政策の様態につい
ての，次の事実を浮き彫りとするであろう。すなわち，軍事面については，冷戦の変容にも拘わら
ず，台湾をとりまく軍事・安全保障環境に概ね変化はないとの政権の認識の下，55年夏の方針が
一貫して堅持された。他方，経済面に関して政権は，台湾の経済発展と自立をめぐる 55年夏以降
の省庁レベルでの議論を経て，58年夏までにその軸足を経済的自立の推進へとはっきり移し，さ
らにはその新たな立場の下，自立へと国府を促す具体的な働きかけを実践し始めたのである，と。
55年夏には見られなかった，経済面におけるそうした新たな立場や実践とは，この 3年間の台湾
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政策の変化を鮮やかに示すものであり，そしてその変化は，65年における米国の台湾向け経済援
助の停止に向けた，すなわち台湾の経済的自立の達成に至る，一連の歴史的過程の始まりを意味し
ていたのである。
1．1955 年夏の台湾政策：軍事，経済面を中心に
　1958年夏までの 3年間における台湾政策の展開を検討するに当たり，本章はまず，55年夏の台
湾政策の有り様を，軍事，経済面を中心に確認する。とくにこの両面に着目するのは，3年間にお
ける台湾政策をめぐる政権内での一連の議論が，概ねそれらを中心に展開することになるからであ
る。
　最初に軍事面である。この側面における政権の基本目標とは，米国の極東防衛ラインを構成し，「自
由世界の恒久不変な一部分」である台湾と澎湖諸島を中国に「渡さない」こと，また，「中国人民
と自由世界の最善の利益」のために，国府の擁する「軍事的潜在力」を活用することであった。そ
して，50年 6月末の朝鮮戦争勃発以来，米海軍第七艦隊が台湾と澎湖諸島の安全を確保する状況
の下，政権は，その基本目標に寄与しうる国府の軍事力の形成を目指したのである。55年 1月初
頭に承認された台湾政策文書 NSC5503『台湾と中華民国に対する米国の政策』は，そのような国
府軍に求められる具体的な任務をつぎのように規定していた。すなわち，米国による支援の下，台
湾と澎湖諸島を防衛すること，米華条約の適用対象外である沿岸諸島を防衛すること，極東におけ
る非共産諸国の「集団的な力」に対する貢献，そして，米台双方で「合意」に至る可能性のあるそ
の他の行動，であった［FR(2): 31; NA(1); 吹戸 2014: 4］。
　そして，かかる軍事力の形成に向け装備，訓練等を施すべく軍事援助が提供された。若干のデー
タを挙げれば，その支出額は，51年の軍事援助再開以来，55会計年度末までに 6.9億ドル余に達
した。時期が若干後になるが，57年秋に軍事援助の対象となった国府軍の人員数は53万余であった。
また，56年秋の時点で，軍事援助の想定していた国府軍の具体的陣容は，陸軍が歩兵師団 21個，
歩兵予備師団 9個，海軍が戦闘用艦艇 85隻，陸戦隊師団 1個，陸戦隊上陸用装軌車大隊 2個，そ
して空軍が飛行中隊 24個，対空大隊 29個であった［NA(2); FR(3): 442―443］。
　次に経済面である。NSC5503によれば，この側面に関する政権の基本方針は「より強力な台湾
経済の形成」であった。そして，その方針の下に提供された経済援助は，次の 3つの目標を掲げて
いた［FR(2): 31; NA(2)］。
　第一に，上述の軍事援助に基づく装備等以外で，国府軍が必要とする「技術，経済的援助」の提
供であった。国府の「あらゆるレベルの政府予算」において「軍事，国家安全保障上の支出」が占
める割合は，55，56会計年度でそれぞれ 56，58％に達していたものの，56年半ばまでの「防衛経
費総額」において国府が実際に負担したのは，「約 20～25％に過ぎな」かった。つまり，「膨大な
軍事支出」を満たす上で国内の資源は明らかに「不十分」であり，「外部からの」すなわち米国の
援助は不可欠であった［NA(3), (1); FR(3): 393］。
　第二に，台湾の「経済的安定の維持への寄与」であった。まず，膨張する軍事費に起因する恒常
的な赤字財政の故に，台湾経済は常にインフレの危険と隣り合わせの状態にあり，赤字補填のため
の「予算支援」が米国に求められたのである。そして，そうした予算補填は，「民間経済に与える
衝撃を緩和し」，安定した経済の下，「秩序ある経済発展を可能」にするものと期待された。さらに，
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49年に大陸から流入した 200万の避難民を加え 1000万に達し，その後，年率 2.75％で急増する人
口への対応も急務であった。経済援助は，それらの人口にとって「不可欠な必需品の不足を緩和」し，
「生活水準の低下を，また，その結果としての政治的不安定」や「親共産主義の感情の形成」を抑
止したのである［NA(4), (5)］。
　最後に，冒頭で挙げた台湾の経済的自立であった。政権の見るところ，自立に向けた「潜在力拡
大」のカギは，農業よりも工業部門における生産力の増強，そしてそのための「経済開発援助」に
あった。狭小な国土と稠密な人口の下での限られた可耕地，そして，「すでにきわめて集約的な栽培」
形態の故に，農業には，「人口増大への対応を越えて，十分に拡大する余地」はないと見られた。よっ
て「工業生産の拡大」を通じて，「輸入上の必要をある程度抑え輸出を拡大させることにより，台
湾経済の自立性を高める最良の機会をもたらす」ことが期待されたのである［FR(3): 391; NA(6), (7), 
(8)］。
　ただし 55年夏の時点で，上記 3つの目標は，政権内で対等な地位を得ていたわけではなかった。
それは，55年夏までの次の経緯に由来していた。
　冷戦期米国の対外援助の雛形となったマーシャル・プラン以来，被援助国による自助努力の原則
は常に強調され，かかる原則の下，53年 11月初頭の政権による初の台湾政策文書 NSC146/2『台
湾と中国国民政府に関する米国の目標と行動方針』は，台湾の経済的自立を視野に，経済援助の「漸
進的な削減と最終的な停止を計画す」べしと規定していた［川口 1980: 29―30; Cullather 2001: 252; 
FR(1): 310］。だが実際には，台湾経済の「救済と復興」の段階が 52年末に終了したばかりでもあり，
54会計年度までの経済援助はなおも「本質的に」，「逼迫した供給不足に対処する上で必要な原料
と消費財」を提供する，「必需品供給型」と称してよいものであった。一方，「各種基本建設を支援
し，工業および経済の発展を促進する」ための，つまり，台湾経済を自立へと導くための，資本財
を主とする「計画型援助」は，54年会計年度において経済援助総額の 40％にとどまっていた［NA(2), 
(9)］。さらに，54会計年度終了後も，そうした経済的自立の位置付けを持続させた背景として，第
1次台湾海峡危機の影響があった。54年 9月初頭の危機勃発を受け，眼前の危機への軍事的対応が
最優先されるなか，55年初頭の NSC5503から NSC146/2の上記文言は姿を消し，政権ハイレベル
での経済的自立をめぐる議論は後景へ退くことを余儀なくされた。
　その後，55年春の危機終結とそれによる緊張緩和を受けて，政権はようやく，経済的自立につ
いてふたたび語り始めようとしていたところであった［NA(1)］。このように，55年夏の時点で，
政権内での経済的自立に対する関心は，他の 2つの目標よりも相対的に低かったと言えよう。
　以上本章は，55年夏の台湾政策の概要を，軍事，経済面を中心に確認した。この時点の台湾政
策を構成する上述の各要素は，概ね政権誕生以来のそれを継承するものであり，本稿の着目する冷
戦の変容による影響は顕著に現れてはいなかった1）。だが 55年末，その冷戦の変容が，台湾政策の
軍事および経済面に関わる重要な問題提起を促し，さらには，この問題提起がきっかけとなり，台
湾の経済発展と自立に対する関心が政権内で強く喚起されるのである。
1）例えば，NSC5503に盛り込まれた，「より強力な台湾経済の形成」という経済的側面に関する目標は，
NSC146/2における「強力で，拡大する台湾経済の形成」という目標と実質的に違いはない。FR(1): 307.
吹戸真実 111
2．冷戦の変容と台湾政策をめぐる政権内の議論
（1）フーバーからプロクノウに至る問題提起
　前章で言及した問題提起は，1955年 12月 8日の NSC会合において現れた。会合は，10月下旬，
米国の対外的軍事，経済援助全体について「精査し，適切な勧告を行う」必要を訴える，フーバー
（Herbert J. Hoover）国務次官の働きかけを受けて開かれた。彼は政権内で，均衡財政に最も重点
を置き，海外への公的資本拠出の拡大に強く反対するグループに属していた［FR(4): 26; 川口 1980: 
39―40］。そうした彼の働きかけは，政権当初以来のニュールックの延長線上にあったが，この会合
の場で，冷戦の変容という要因が新たに加わるのである。
　NSC会合での議論は，2つの立場の対立を浮き彫りとした。一方で，財務長官，国防長官，国際
協力局（以下，ICA［International Cooperation Administration］）局長ら，フーバー同様，均衡財政
を最重視する人々は，対外援助をめぐる財政上の限界を指摘したのみならず，地上軍削減に象徴さ
れるソ連の冷戦戦略の変化や，核兵器という「新たな兵器システム」の「急速な発展」を強調した。
その上で彼らは，軍事援助の引き下げこそ言明しなかったものの，フーバーの提案に沿った対外援
助の見直しを強く求めたのである。他方，ダレス（John Foster Dulles）国務長官やラドフォード
（Arthur W. Radford）統合参謀本部（以下，JCS［Joint Chiefs of Staff］）議長は，冷戦の「変化の方
向は，まだ完全に明らかというわけではな」く，またソ連の変化をもたらしたのは自由世界による
軍事的封じ込めに他ならないと述べた上で，均衡財政や冷戦の変容に囚われるあまり，軍事，安全
保障上の対ソ警戒態勢を弛緩させることのないよう訴えた。そうした訴えは，軍事援助削減ありき
で議論が進むことへの彼らの警戒を映し出していた。
　かかる対立の下，最終的に大統領が下した決定は両者の立場を折衷するものであった。一方で彼
は，フーバーの提案に沿った対外援助プログラムの再検討を指示した。その背景には，財務長官ら
と同様，冷戦そのものが，また，冷戦下の行動方針を方向付ける「理念」が「明らかに変わりつつ
ある」との大統領の認識があった。だが他方で彼は，ダレスらの議論にも一定の理解を示し，上記
2つの立場の，何れか一方の「極端を望むものではない」とくぎを刺してもいた［FR(4): 47―48, 52
―56, 63］。
　実際に再検討の対象となったのは，トルコ，イラン，パキスタン，南ベトナム，韓国，そして台
湾向けの援助であった。6か国が選ばれた理由は，それらの国々向けの援助総額が対外援助全体に
占める比率にあった。57会計年度に予定される援助プログラム総額 52億ドルの内，6か国で 50％
超を占めていたのである。そして，NSC会合のその日の内に，経済担当国務副次官のプロクノウ
（Herbert V. Prochnow）を長とし，関係省庁の各代表からなる，6か国向けの軍事，経済援助を精
査する委員会が発足した［FR(4): 39, 47; FR(3): 386, n. 1］。
　委員会での検討が終了する翌 56年 7月末までにプロクノウ自身が導き出した結論は，上記 NSC
会合での財務長官らの立場を一層推し進めるものであった。すなわち，米国は「経済および安全保
障上の考慮という点から正当化されるレベルを越えて」，6か国各々の軍事プログラムの肥大化に
寄与した可能性がある。よって，冷戦の変容という「新たな状況」をふまえ，また，6か国に「安
全保障上の十分な確約」を与えた上で，「軍事援助の下方調整」を進め，「経済開発向け援助への重
視を相対的に高める」べきである。それにより，米国が「いま担っている大きな負担から最終的に
解放される」ことが期待される，と［FR(4): 85―87; NA(10)］。
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　だが，合議体としての委員会の結論は異なっていた。曰く，現行の軍事，経済援助の水準が「高
すぎるのか，低すぎるのか」，この場で結論を出すべきでない。適切な水準とは，6か国それぞれ
の「軍事，経済上の力の拡大」をめぐる政権の方針，その拡大を実現する最善の手段，そして，そ
の拡大の成果に対する評価を踏まえて導き出されるべきものである。そして，それらの事項は，「NSC
のみが判断を下すことができる」のだと。かかる認識の下，委員会は，援助方針をめぐる以下 4つ
の選択肢を，また，各選択肢の実施の場合に見込まれる，米国の財政上の負担額ならびに 6か国そ
れぞれに対する政治・軍事・経済的影響を，報告書としてまとめ NSCに提出した。4つの選択肢
とは，現行水準での軍事・経済援助の継続，現行水準での軍事援助継続と経済開発向け援助の拡大，
経済援助の引き下げ，そして軍事援助の引き下げであった［NA(10), (11)］。
　台湾政策をめぐる問題提起とそれが浮上した経緯とは，以上のようなものであった。つまり，政
権当初からの財政上の限界に冷戦の変容という新たな要因が加わり，まずは，台湾を含む 6か国向
けの軍事，経済援助の見直しを求める声が，さらには，軍事優先から経済発展への転換とそれによ
る財政負担の解消を訴える声が，政権内であがったのである。こうして，フーバーからプロクノウ
に至る問題提起により，55年夏の段階では相対的に優先順位の低かった，台湾の経済発展とその
先の自立に対する関心が政権のハイレベルにおいて喚起されたのである。そして，そのような声や
関心が政権のコンセンサスとなるか否かは，プロクノウ委員会の報告書をめぐる来たる NSC会合
での議論次第であった。
　だが，その会合の前に，かかる問題提起に神経を尖らせていた勢力がプロクノウらの動きに待っ
たをかけようとしていた。
（2）国務省極東局の立場とその論理
　前節で確認した問題提起に異を唱えたのは，国務省極東局であった。その長であるロバートソン
（Walter S. Robertson）は，プロクノウ委員会での一連の議論が経済面に偏っている点に強い不満
を覚えていた。そこで彼は，報告書がまとめられつつあった 56年 7月，以下 2つの点から，プロ
クノウの求めた台湾向け軍事援助の削減がもたらす「重大な結果」を指摘したのである［NA(12)］。
　第一に安全保障上の影響であり，その背景には，台湾海峡における中国の変わらぬ脅威があった。
すなわち，中国はバンドン会議後，東南アジアに向けて，貿易と援助を軸とする「経済攻勢」をは
じめ，「外交，プロパガンダ，文化交流」等の非軍事的浸透を展開しているが，そうした「平和攻勢」
の構図は台湾海峡には当てはまらない。朝鮮など他の分断国家と異なり正式な休戦が成立していな
い状況下，中国は，武力による台湾解放の方針を放棄しておらず，武力行使により得られる利益が
行使にともなう「結果（consequences）」を上回ると判断すれば，いつでも武力に訴えるであろう
と［NA(13)］。さらに極東局は，中国の脅威がむしろ「拡大しつつ」ある現実を裏付ける根拠として，
海峡での制空権獲得に向けた台湾の対岸部一帯での軍備増強の動きを挙げた。具体的には，10か
所にのぼる飛行場の建設であり，また，これまで極めて貧弱であった内陸から沿岸部への陸上輸送
手段を大幅に改善する，鷹廈線などの鉄道網整備であった［NA(14); FR(3): 288―290; 吹戸 2014: 14; 
牛 2010: 141］2）。
　かかる分析を踏まえ極東局は，軍事援助削減による国府軍の能力や士気の低下は，この地域にお
ける米国の安全保障上の立場を損なう，との判断を示したのである。
2）鷹廈線とは，内陸部の江西省鷹潭市と沿岸部の福建省廈門市を結ぶ鉄道路線である。
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　第二に，極東，とくに東南アジアの非共産諸国政府に，そしてそれら諸国の華僑社会に及ぼす政
治的悪影響であった。台湾向け軍事援助の削減は，「米国による国府の放棄」や「共産側との和解
に向けた前奏曲」であるとそれら諸国により受け止められ，中国の「平和攻勢」とも相俟って，彼
らの「北平との和解」に「弾みを与え」，華僑社会における中国の「影響」を高める恐れがあった［NA(5), 
(4)］。その恐れが現実となれば，アジアにおける米国の立場の弱化は必至であった。
　以上は，プロクノウの問題提起により惹起された極東局の反論であった。とはいえ，彼らはその
問題提起のすべてを否定していたわけではなかった。軍事援助の削減に対する批判とは対照的に，
台湾の経済発展と自立の必要については，極東局はもとより政権全体として強く賛同していたので
ある。
　それを示すのは，56年 5月初頭，国務省と ICAが共同で台北の駐華大使館に送った，政権とし
ての指示であった。指示は，目下，自国の資源と米国の援助を「生産的投資よりも国民の消費に配
分する［国府側の］傾向」を指摘する，大使館の報告に応えるものであった。指示曰く，そうした
傾向が続けば，「かなりの規模の［米国の］援助に対する台湾の要求」が，従って，経済援助をめ
ぐる米国の財政負担が「無期限に継続する可能性がある」。故に，今後は，「生活水準の即座の，さ
らなる引き上げ」よりも，「経済発展と自立という側面を優先すべきである」と［NA(15)］。その
指示の背景には，前節で確認した，プロクノウ委員会の報告書に至る政権内での一連の議論の影響
に加えて，国府国民の生活水準が「戦前の水準に近づいて」いるとの，また，大陸時代末期から
51年までの「制御不能な」インフレ状況に比べ，「相対的に見て物価の安定が達成された」との分
析があった［NA(16)］。さらに 11月下旬，ロバートソンは，「もし台湾が満足のゆく速度の経済発
展を実現し，それを維持しようとするのであれば，台湾の生産力拡大に対しさらに注意を払う必要
がある」と述べ，経済発展に向けたさらなる取り組みの必要を強調していた［NA(17)］。
　以上本章は，フーバーからプロクノウに至る問題提起とそれに対する国務省極東局の立場につい
て検討した。本章を締めくくるに当たり，一連の議論が前章で確認した 55年夏の台湾政策に対し
て持った意味を，軍事，経済の両面に分けて確認しておく。
　軍事面に関して，確かに，軍事援助の引き下げというプロクノウの注目すべき提案が見られたも
のの，政権がそれを採用したわけではなかった。よって，55年夏の政策に目立った変化はなかっ
たと言えよう。一方，経済面に関して，前述した経済援助の 3つの目標自体に変わりはなかったも
のの，56年以降，対外援助全般をめぐる政権内での議論を背景に，台湾の経済発展と自立に対す
る関心，また，そのための取り組みの強化を訴える声は大きく高まったのであった。さらに，そう
した関心や声の高まりのもと，57会計年度の台湾向け経済援助において「計画型援助」が占める
割合は，54年度の 40％から 58％へと上昇し，以後，経済援助は「圧倒的に開発的性質」を帯びる
こととなる［NA(2)］。ただし，この時点では，経済発展と自立の促進に向けた政権としての取り
組みの，具体的な方向性や道筋はまだはっきりと描かれていなかった。
　かくして 56年秋，台湾政策の軍事，経済面をめぐる検討の舞台は，プロクノウ委員会の報告書
を受け取ったNSC会合へ移ろうとしていた。本章が明らかにしたように，これまでそうした検討は，
対外援助方針全般の再考という文脈の下で行われてきたが，56年秋以降はその文脈から離れ，現
行の台湾政策文書 NSC5503を焦点として展開されることとなる。そしてその過程で，上述の関心
の高まりや開発向け援助の拡大を背景に，台湾の経済発展と自立をめぐりより密度の濃い議論が繰
り広げられるのである。
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3．57年秋のNSC会合での決着
（1）NSC企画委員会でのNSC5503 をめぐる予算局等の立場
　1956年 10月 26日，前述のプロクノウ委員会報告書が NSC会合に諮られた。会合は，報告書が，
各選択肢実施の場合に伴う政治・軍事・経済的意味合いに広く言及していたことに鑑み，対外軍事・
経済援助の「規模と配分」をめぐる経済面の議論だけでは問題に十分対処できないとの判断に至っ
た。そこで NSCは，経済面の議論に加えて，援助方針の変更が 6か国に与える「政治的影響」に
ついての，また，6か国に関して米国の安全保障上，最低限求められる軍事力水準についての，担
当部局による専門的分析もふまえ，6か国それぞれの現行政策を再検討すべしとの決定を下した。
ここに，報告書の 4つの選択肢をめぐる判断はひとまず棚上げとされたのである［FR(4): 126―
133］。そして，NSCでの政策決定過程において政策文書素案の起草を担い，関係省庁からの各代
表で構成される NSC企画委員会（Planning Board）が，再検討に諮る素案を作成することとなった。
以下では，台湾政策の素案をめぐる企画委員会での議論を確認することとしよう。
　56年末に始まった議論は，概ね，前章で確認した 2つの勢力が対峙する形で展開した。議論の
一方には予算局，財務省，国防省，ICAがおり，さらに中央情報局（以下，CIA［Central 
Intelligence Agency］）が諜報面から彼らを支えた。予算局等は軍事，経済の両面にわたって，現
行文書 NSC5503の大胆な修正に踏み込もうとしていた。
　まず，軍事面に関する修正である。具体的に修正の対象となったのは国府軍であった。予算局等
の見るところ，前述の，NSC5503に定める国府軍の 4つの任務のうち，台湾，沿岸諸島の防衛を
越える任務は以下の理由により「非現実的」であった。まず，台湾の防衛すら，米軍の支援なくし
て独力で担うことのできない現実。つぎに，核兵器を前提とする「戦略構想の変化」の下，国府軍
は「技術面での準備が欠如」していた点。そして最後に，現状，軍全体の約 3割に及び，今後もそ
の比率は上昇する一方と見込まれた台湾人兵士の存在であった。台湾人兵士は，台湾と沿岸諸島の
防衛以外の対外的任務，とくに大陸反攻に対する関心に乏しいため，そうした任務への貢献は期待
できないと見られたのである［FR(3): 596―597］。
　そこで予算局等は，NSC5503における国府軍の任務を次のように修正するよう求めたのであっ
た。すなわち，その任務を台湾と沿岸諸島の防衛に「限定」し，それを越える「［極東の］集団的
な力」への貢献については，台湾防衛の「副産物」と見なすべきであると。この「副産物」とは，
極東防衛ラインの拠点である台湾を確保すること自体が，この地域の米国の安全保障を支える「集
団的な力」への貢献に他ならない，との意味であった。さらに彼らは，ほぼ 60万名に達する国府
軍の「水準と兵力の引き下げ」も求めた。その要求の背景に上記の任務の修正があったことは言う
までもないが，それに加えて，肥大化する米軍事費の削減を強く志向するウィルソン（Charles E. 
Wilson）長官指揮下の，国防省の意向も存在していた。国防省は冷戦の変容を念頭に，「米国の安
全保障を犠牲にしない状況下で可能なかぎり」，国府の「軍事力の縮小を促す」べきとの立場であっ
た［FR(3): 595，597; NA(18), (19); 李 1996: 13―14, 210―212］。
　このような修正や引き下げに予算局等が込めた狙いは，台湾向けの「経費を引き下げる」ことに
よる米国の負担縮減にあった［MMNSC 1996］。
　つぎに，経済面に関する修正である。修正の前提となったのは，大陸復帰という「妄想
（chimera）」への国府の「固執」が台湾の経済発展と自立のボトルネックとなっている，との彼ら
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の認識であった［NA(20), (21)］。そしてその認識は，以下 2つの現実を裏付けとしていた。
　まず，大陸復帰を想定した過大な「軍事プログラムが経済に与えるインパクト」であった。57
年 6月初頭，台北の ICA支局から寄せられた報告は，56会計年度におけるそうしたインパクトを，
これまでにない詳細なデータを以て伝えていた。曰く，国防費に対し GNPの 14から 15％が費や
されている。「生産的に活用することの可能な」20から 44歳までの男性人口のほぼ 30％が軍に所
属し，熟練機械工，建設労働者，修理士，輸送・通信の専門家らの「特殊技術」が軍により優先的
に活用されている。そして，石油の 65％，セメントの 40％，石炭の 15％，輸送施設の 20％，電力
の 5％，木材の 11％，米生産高の 11％が，全人口の 5％を占めるに過ぎない軍隊により消費されて
いる，と［NA(22)］。だが，報告を受けた ICA局長が指摘したように，国府指導部は次にあげる姿
勢の故に，かかるインパクトを「あまりにも考慮していな」かったのである［NA(23)］。
　もう一つの現実として，大陸復帰を至上命題とする国府指導部の「近視眼的な」姿勢があった。
米側の見るところ，蒋らは，「国民の支持を維持することへの関心」から「生活水準の着実な上昇」
に腐心する一方，台湾での生活を「一時的なもの」としか見ていなかったため，台湾の「経済的自
立」につながる，長期的な経済発展や対米依存の低下への取り組みを「相対的に重視していな」かっ
たのである。そして，予算局等は 8月半ば頃，『台湾における経済上の問題と進展』と題する草稿（以
下，『問題と進展』）の中で，そうした姿勢のもたらす弊害を以下の問題群として指摘していた
［NA(24), (25), (26), (27)］。
　問題群の第一は，「予算と融資」に関してであった。大陸復帰に向け軍事支出を「最大化」する
国府の傾向は，「資本開発プロジェクト」向けの経費を圧迫する一方で，国民の支持確保のため増
税など歳入拡大の措置を「控える」傾向とも相俟って，「均衡予算の実現を困難なものとし」た。
また，「ほぼ唯一の政府の歳入源」である公営企業に対する「場当たり的で」，「要求の都度応じる」
銀行融資の拡大は，「かなりのインフレ圧力」をもたらした。つぎに，「民営企業」に関する問題群
であった。政府による「生産的企業のかなりの部分」の所有，そして，「外貨，原料，融資」の差
配における民間企業に対する「差別」は，民営企業部門の「拡大」を，また，国内外の民間資本に
よる台湾における投資を阻害した。最後に，「貿易と為替」をめぐる問題群があった。国府は「イ
ンフレ抑止」のため，また「大規模な軍事作戦」を想定した「大量備蓄」のため，米の輸出の「最
大化に消極的」である一方，「民間による輸出の発展」は，現行の「煩雑な（cumbersome）」多重
為替レートと為替管理制度の下では「困難」であった［Cullather 2001: 251; 前田 2000: 6; NA(28); 
NA(22)］。さらに，上記の問題群に加え，人口増大の圧力を緩和するための産児制限等の措置に対
する，国府の消極性も問題視されていた［FR(3): 590; NA(29)］。
　これらの指摘をふまえ予算局等は，国府の「近視眼的な」姿勢が，上記問題群の解決に「必要と
される改革を導入する，国府のイニシアティブ」を妨げており，よって，大陸復帰への固執が改め
られない限り，「自立性の向上に向けた進展は微々たるもの」でしかない，と断じたのである
［NA(30)］。
　なお，上に挙げた「インパクト」や数々の問題は，これ以前にも個別には政権内で言及されてお
り，それ自体必ずしも新味はない。だが重要なのは，企画委員会というハイレベルで初めて，網羅
的かつ系統的にそれらが論じられた事実なのである。それは，省庁レベルで，経済発展と自立をめ
ぐる問題について本格的に論じる条件が整ったことを意味した。
　少々長くなったが，以上の認識をふまえ予算局等は，NSC5503に対する第 2の修正を提案した。
修正とは，NSC5503にはなかった国府に対する次の通告であった。すなわち，「国際情勢や大陸中
二つの海峡危機の狭間におけるアメリカ合衆国の台湾政策116
国の状況に大幅な変化が生じる場合を除き，今後の［米国の］軍事，経済援助プログラムは，国府
による大陸での権力回復という前提に基づくことはない」と［FR(3): 599］。これまで政権は「分断
固定化」の下，地域の安定を損なう，武力による大陸復帰の実現（すなわち武力反攻）に反対する
一方，大陸への復帰自体は一貫して支持してきた。だが，通告は条件付きではあれ，はじめて大陸
復帰そのものを否定したのであり，しかも，そうした否定は援助プログラムと明確に結び付けられ
ていた。予算局等は，通告により大陸復帰に対する国府の「固執」を「挫く」ことができれば，台
湾の経済発展と自立を妨げる前述のボトルネックが解消されるであろうと期待していた。逆に，な
にもしなければ，台湾が「長期的に見て，経済的に成長する見込み」は「ほとんどなかった」ので
ある［NA(21); FR(3): 590―591］。
　なお通告案は，何の成算も無く提起されたわけではなかった。その成算は，『中華民国政府の見
通し』と題する 8月末の国家情報評価報告（National Intelligence Estimate）における，CIAの分析
等に支えられていた。すなわち，「次世代」の国府指導部は，大陸復帰の熱意をめぐり蒋介石ら現
最高指導部との間で温度差がある。よって，いずれ彼らが「政策の柔軟性を高める」こと，すなわ
ち，「台湾での長期化する亡命生活」に順応し，「二つの中国」を受容のうえ，経済発展に専念する
ことは「あり得る展開」である。そして，そうした展開は，高齢化した現指導部が退場する「10
年以内」に現れるであろうと［NA(20); FR(3): 586，591］。つまり通告案は，今すぐは無理としても，
遠くない将来，大陸復帰が国府により放棄されるであろうとの見通しに依拠していたのである。
　以上は，NSC企画委員会の場で予算局等が展開した，軍事，経済の両面から NSC5503の修正を
求める議論であった。では，それに対する反論は如何なるものであったか。
（2）企画委員会での国務省等の議論
　企画委員会での議論のもう一方には，極東局に主導される国務省とそれを支持する JCSがいた。
彼らは，前述の予算局等による 2つの修正案に焦点を当て，その主張を展開した。
　最初に，軍事面に関する修正案である。国務省等は以下の理由を挙げ，同案に真っ向から反対し
た。
　まず，「たとえば，韓国での［共産側による］侵略の再開」の場合に，国府軍が「使用される可
能性」。つぎに，「太平洋における［米国の］島嶼領土」に対する外部からの攻撃に「抵抗する」よ
う，国府を義務付ける米華条約の規定。さらに，台湾における大規模な軍隊の存在は，「［中国の］
側面に対する恒常的な脅威となっている」事実。最後に，予算局等の見解とは異なり，台湾人兵士
は「良質な戦闘員」として，大陸反攻以外の対外的軍事行動であれば十分に貢献できる点が強調さ
れた。
　要するに彼らからすれば，国府軍の任務を台湾・沿岸諸島の防衛に限定しようとする予算局等の
提案は，上記の国府軍の価値を無視していたのであった。そして，国務省等はこれらの理由をふま
え，NSC5503に定める国府軍の任務を変更しないよう断固要求したのである。さらに彼らは，そ
れらの任務の遂行において軍事上「必要」との立場から，国府軍の士気への配慮から，そして，米
華条約の適用対象外である沿岸諸島の防衛を国府自ら「引き受けなければなら」ない現実に鑑み，
現有の軍事力水準を維持するよう訴えた［FR(3): 595―598］。そうした訴えは，「米国の安全保障を
犠牲にしない状況下で可能なかぎり」の軍事力縮小を求める，国防省の前述の論理をきっぱり斥け
るものであった。
　一方，経済面に関する修正案である。同案をめぐる議論は，上記の第 1の修正案とは大きく異な
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る展開をみせた。
　国務省等は，通告案の背景にあった予算局等の認識―国府による大陸復帰への固執は経済発展と
自立のボトルネックである―を，かなりの程度共有していた。それは彼らが，前出の予算局等の草
稿『問題と進展』に同意を与えた事実からうかがえる。そして彼らは，57年 9月 9日付けで企画
委員会により正式に承認された『問題と進展』において，前出の問題群を念頭に次のコメントを寄
せていた。大陸復帰への固執は「国府の構造に内在して」いる，そして，そうした固執は，台湾の
「長期的な発展という目標」を掲げる米国の経済援助プログラムに対し，今後も「数多くの継続的
な困難」や「インパクト」をもたらすことは避けられないと［NA(27)］。
　だが，そのボトルネックを解消する具体案となると，たちまち双方の不一致が露わとなった。国
務省等はつぎの理由から，通告案に，そして，通告案が依拠していた CIAの分析に強く反対した
のであった。すなわち，通告案により「二つの中国」が「定式化される」ならば，国府は「絶望」
のあまり，大陸に対する「自殺的な攻撃」か「共産側との和解」の何れかを選択する恐れがあろう。
また，それほど極端な事態でなくとも，国府の士気が「大きく損なわれ」，この地域の中核的反共
勢力である国府が「弱化」するならば，あるいは，万が一国府が「二つの中国」を受け入れ，中国
の唯一正統な政府としての訴求力が国府から失われるならば，共産中国による「他の場所での危険
な得点」，すなわち，朝鮮半島や東南アジアでの影響力の拡大に「帰結する」であろう，と［NA(21), 
(24)］。
　そこで，通告案に代わる対案として国務省が示したのは，前述の問題群の解決に向けて「必要な
改革」を国府側に促すべく，「［台北駐在の］米人アドバイザーたちによる［国府財経官僚に対する］
日々の接触と働きかけ」をこれまで通り継続すること，であった。だが，予算局等が批判するよう
に，現状，そうした改革の動きは「限定的で，遅々とした」ものであり，また国務省自身，国府側
の変化は「徐々に生じるに過ぎないであろう」と認めていた。それ故，国務省としても，そうした
働きかけを越える何かが求められていることを自覚していたのである［NA(27), (30)］。
　以下にあげる国務省の 2つの動きは，その自覚の現れに他ならなかった。
　まず，前出の問題群の一つである国府の軍事費をめぐる動きであった。すなわち，軍事費が「経
済に与える影響」を解消するため，その際限ない膨張に歯止めをかけるべしとの提案に，国務省は
同意したのである。具体的には，7月初頭，国務省を含む省庁レベルでの協議と合意を経て作成さ
れた，NSC5503の「進捗報告書」とその関連文書につぎの文言が盛り込まれた。米国は国府に対
して，「全体的な経済計画立案の一部」として「将来の軍事経費の現実的な見積もり」（下線強調は
筆者）を出す「重要性を印象付け」るべきである。また，米国の援助資金と国府の資源が「防衛と
経済的自立」の両面において「もっとも効果的に活用」されるよう，「軍事および経済計画間のよ
り緊密な調整を［国府に］促す」べきである，と。政権は，そうした「調整」の欠如の故に，「必
要とされる割合の資源」が「経済の長期的発展」に対して配分されてこなかったと認識していたの
である［NA(31), (32), (33)］。このような提案が省庁レベルで論じられ，しかも合意が成立したの
は初めてのことであった。
　興味深いのは，提案の誘い水となったのが，次のような国府側の変化であったという事実である。
56年秋以降，外匯貿易審議委員会副主任委員の銭昌祚ら一部高官を含む財経官僚の間で，軍事偏
重の下での「生産力拡大の犠牲」を見直し，台湾の長期的経済発展を志向する「兆候」が現れ始め
ていた。彼らは，経済発展向け予算に対する軍事費の「蚕食（encroachment）」を阻止すること，
また，57年から始まる「第二次経済建設四年計画」にその方針を反映させることを目指したので
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ある。こうした財経官僚の動きは，軍事費の増大を訴える国防部の声高な要求を前に「無力であっ
た」かつての姿から，大きく様変わりしていた。そして，このような変化が，さらには，これら財
経官僚を「後押しする」よう促す駐華大使館の勧告が，「進捗報告書」における上記提案を導き出
したのである［NA(31), (34), (35), (36), (37), (9)］。このように，56年秋以降，国府側の動向は，経
済発展と自立をめぐる政権内の議論の行方に影響を与える，新たな変数として現れようとしていた。
　もう一つの動きは，前述の問題群の解決に向けた「必要な改革」を促すため，蒋介石ら「最高レ
ベルにおいて国府にアプローチす」べしとの，57年 9月初頭の国務省の提案であった。上記「経
済建設四年計画」に，結局，財経官僚の主張が反映されなかった事実が示すように，国府経済政策
の決定権を握る蒋以下の最高指導部は，「国防部からの拡大する一方の要求」を是認し，台湾の長
期的発展に依然消極的であった［NA(38), (27), (39)］。加えて，経済部長の江杓らが 10月半ば，米
大使館スタッフに指摘したように，これまで米側は，「有能で，欧米で訓練を受け，英語を解する
一群（a small circle）の」財経官僚を越えて，経済問題に「無知な」蒋ら最高指導部に対し，経済
発展に不可欠な「現代的な経済観念」を理解させることや，「欧米的な経済慣行」を採用する必要
について説得することを「怠ってきた」のである［NA(40)］。よって国務省のこの提案は，そうし
た状況に一石を投じたものと言えよう。
　以上本節は，予算局等の 2つの修正案に対する国務省等の立場を検討した。その結果明らかとなっ
たのは，軍事面をめぐる対立と対照的に，経済面に関して生産的な議論が交わされた事実である。
　前章で確認したとおり，56年に入り，台湾の経済発展と自立に対する政権全体の関心や，その
ための取り組みの強化を求める声は大きく高まっていた。そして 57年以降，NSC企画委員会での
議論はそこからさらに踏み込み，経済発展と自立を妨げる具体的な問題の構図をあぶり出し，議論
の当事者たちはその構図をめぐりかなりの程度認識を一致させたのであった。のみならず彼らは，
経済発展と自立の推進を目指す確固たる意志の下，実際に，問題の解決に向けた具体的なアプロー
チを示した。予算局の通告案，そして本節で確認した国務省の動きがそれに他ならなかった。こう
して，56年の段階では定かでなかった，経済発展と自立に向けた取り組みの具体的な方向性や道
筋は，徐々にその姿を現そうとしていたのである。加えて，本節の検討からは，経済発展をめぐる
国府側の新たな動向が，政権内の議論における新たな変数となりつつあった点も明らかとなった。
　最後に，前節と本節で紹介した一連の議論の末に導き出された，予算局等の 2つの修正案をめぐ
る NSC企画委員会としての結論を確認しておく。まず，第 1の修正案である。国府軍の軍事力水
準の引き下げについては，国務省等の主張が容れられた結果，NSCに諮られることなくこの場で
却下された一方，国府軍の任務については，双方の主張の何れが妥当か，最終的な判断が NSCに
委ねられた。つぎに第 2の修正案，すなわち国府への通告案はそのまま NSCに諮られることとなっ
た。
　以上の結論をとりまとめた企画委員会の報告書が，本章冒頭で述べた，NSCによる台湾政策の
再検討にかけられる素案となったのである。そして 9月 9日，報告書は NSCに送られた［FR(3): 
593―595，597，599］。
　ではこの報告書をめぐり NSC会合はどのような決定を下したのか。またその結果，55年夏の台
湾政策に変化は生じたのであろうか。
（3）NSC会合（57.10.03）における決定
　57年 10月 3日に開かれた NSC会合の議論は，企画委員会での濃密な議論と対照的に終始淡々
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と進んだ。議論は，リチャーズ（James P. Richards）大統領特別補佐官による台湾視察報告から始まっ
た。彼は台湾の現状に関する情報収集を行い，現行政策の「有効性」について調査するため，9月
半ば，ハーター（Christian A. Herter）国務次官とともに極東視察の一環として訪台していたので
ある［FR(3): 612］。その報告内容は次の通りであった。
　彼の見るところ，3年前の訪台時と比べて，台湾，とくに軍隊における士気の悪化が顕著であった。
その原因は，大陸反攻を想定した「集中的な」訓練にも拘わらず，反攻が一向に実現しない現実に
あった。そして，9月 14日に行われた会談での蒋の 2つの発言は，そうした現状に対する国府側
の苛立ちを浮き彫りとした。一つは，大陸反攻の象徴である沿岸諸島に対し攻撃が生じる場合，国
府は，台湾を「丸裸」にしてでもその防衛のために死力を尽くすとの発言であった。もう一つは，
中国共産党政権に対する大衆の不満を煽り立て，その不満を同政権の打倒へと導くための国府によ
る大陸でのゲリラ活動を，米国が支援するよう強く求める発言であった［FR(3): 611―612, 616, 624，
627］。前年春以来，蒋自ら，訪台したダレスに対し，また大統領宛て書簡の中でそうした要請を繰
り返し伝えてきたにも拘わらず，満足のゆく回答を得られなかったことに業を煮やし，蒋は，米側
に再度想起させようと試みたのである［FR(3): 327, 346―348, 447; NA(41)］。
　国府の士気の悪化を訴えるリチャーズの報告を受けてダレスは，「共産中国はいつの日か破滅す
る」であろうとの「確信」，そしてその確信に支えられた大陸復帰への「希望」のみが，共産主義
への「抵抗」に必要な国府の士気を支えている，と強く主張した。そして大統領が，台湾を含む極
東の「沿岸島嶼連鎖を確保し続ける」ためにこそ，「我々は蒋をして，最終的に大陸復帰に成功す
る可能性があると確信させ」続けなければならないと述べダレスに同調したことで，この場の議論
の帰趨は決した。つまり，両名は，極東における米国の安全保障上の利益が，そしてそのカギとな
る国府の士気の維持が，台湾政策の再検討において「何にもまして重要（much more basic）」であ
るとの点で合意に至ったのである［FR(3): 612―614，616］。
　そして，その合意をふまえ NSCは，企画委員会の報告書をめぐり次の決定を下した。
　まず，国府に対する通告案の却下であった。ダレスが強調したように，大陸復帰を否定する通告
は国府の士気を，従って，台湾を防衛する「国府の能力」を「破壊」することは必至であり，そう
した結果は，「極東における我が国の立場にとっての重大な災厄」に他ならなかった［FR(3): 612］。
　次に，国府軍の任務に関しても予算局等の案は斥けられた。すなわち，NSC5503に定める 4つ
の任務はそのまま維持されたのである。ただし同時に，台湾と沿岸諸島の防衛を越える任務につい
て，NSC5503には無かった但し書き―その任務は，「国府の立場と士気を維持する上で必要と見な
されることを主な目的とすべきであって，それを超えるべきでない」―が新たに付け加えられた。
この但し書きの狙いは，会合での大統領の次の発言に端的に示されていた。曰く，米国は，士気を
支えるべく国府に対し「限定的な」「上陸作戦能力」を与える必要があるものの，それは，大陸反
攻のための大規模軍事援助をいま行うことを意味するものではない。援助の重点はあくまで防衛に
置くべきであると［FR(3): 615, 618―619］。つまり大統領は，国府の士気に配慮する一方で，「分断
固定化」の下での台湾海峡の現状を変更する能力を，国府に与えるつもりはまったくなかったので
ある。
　以上が，NSC会合での議論の顛末であった。要するに，上記の大統領とダレスの合意を前に，
予算局等による NSC5503を修正する試みは挫かれ，それに代わり国務省等の立場が「勝利」を収
めたのである［FR(3): 617］。そして，前述の但し書きを除き NSC5503に実質的修正が加えられる
ことなく，会合の翌 4日，NSC5723という新たな番号を付された台湾政策文書が承認された。
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　では，NSC会合でのかかる結末から，先行研究のように，57年秋の台湾政策は 55年夏のそれと
変わりはないと結論づけてよいのであろうか。
　たしかに軍事面に関して，予算局等の提案は悉く却下され，55年夏の政策に何ら変化は生じな
かった。だが他方で，経済面に関して，通告案そのものは NSCにより斥けられたとはいえ，企画
委員会での経済発展と自立をめぐる生産的議論が，また，その過程で国府側の動向が政権内の議論
の新たな変数として現れつつあった事実が，NSC会合の場で否定されたわけではなかった。NSC
会合での国務省等の「勝利」とは，そうした生産的議論や事実によって肉付けされた企画委員会で
の彼らの立場が，実質的に，経済発展と自立をめぐる政権の新たな立場として採用されたことを意
味した。そして，その立場を得た 57年秋の台湾政策は，もはや 55年夏の政策そのものではなかっ
たのである。
　しかも，会合後，米台双方において現れた注目すべき動向は，そのような台湾政策の変容を一層
深化させることとなる。
4．NSC会合後の米台双方における注目すべき動向
　前章で言及した注目すべき動向について，まずは米側から確認しよう。
　動向とは，対外援助全般をめぐる連邦議会の措置であった。1950年代後半，米国の国際収支の
悪化が常態化するなか，56年半ば以降，議会は，巨額の対外援助予算に対する批判から同予算の
本格的な見直しに着手していた。翌 57年 8月末に成立した 1957年相互安全保障法において，政権
が当初要求した 58会計年度向け対外援助総額 38億 7000万ドルから 10億ドルが削減されたのは，
その現れに他ならなかった。その結果，台湾向け経済援助（正確にはその大半を占める「防衛支援」）
は 57会計年度の 8000万ドルから 5700万ドルに減額されたのである［李 1996: 218―219; 川口 1980: 
44―47; Kaufman 1982: 106―109; NA(42)］。一方，同法により新たに設けられた「開発借款基金」は，
そうした減額の影響をある程度相殺するものと期待された。基金の導入は，対外援助の主軸を無償
援助から貸与へと移し，自立に向けた自助努力を被援助国に促す議会の意思表示に他ならなかった
［川口 1980: 42―45］。
　そして，かかる議会の措置は，以下 2つの，政権から国府に向けた興味深いアプローチを導き出
したのであった。
　一つは，国務省の次の提案であった。彼らの見るところ，議会の減額措置は，経済援助によりこ
れまで成し遂げられてきた台湾経済の「非常に確かな進展」を「鈍化させ」るものであり，このま
ま国府の「軍事重視」が続けば，「経済問題は危機的（critical）」となる恐れがあった［NA(43), (20)］。
よって，減額分を補う資金を確保することは急務であり，彼らはその資金を国府側に求めたのであ
る。11月下旬，訪米中の美援会主任委員厳家淦，国防部長兪大維との来たる会談を念頭に，ロバー
トソンが具体的に挙げたのは，「不可欠な経済成長を維持」するために必要な「投資向け資源」を
「消耗する」ことのない水準にまで，「軍事費を抑制するよう国府を説得する」という案であった3）。
前章で指摘したとおり，すでに政権は，軍事費の際限ない膨張に対する歯止めの必要で一致してい
たが，彼はさらに，その削減にまで踏み込んだのである。
3）ただし筆者はこの会談に関する史料を入手しておらず，残念ながらその場での議論の詳細は定かでない。NA(44)
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　もう一つのアプローチは，ランキン（Karl L. Rankin）駐華大使から蒋介石への直接的な働きか
けであった。57年 12月末，ランキンは来たるユーゴスラビア大使への転出を前に，離任の挨拶の
ため蒋のもとを訪れた際に，国内外からの投資を促す措置を推進するよう強く勧めたのである。彼
は，そうした推進により自助努力を求める米議会の声に応えるならば，台湾向け援助額が回復する
見込みがあると語りかけたのであった。さらに彼は，「生産的投資」の拡大を求める財経官僚の訴
えに耳を傾けるよう提言した。提言は，56年秋以降に現れた，前述の財経官僚の経済発展志向に
呼応するものであった［NA(45)］。入手可能な史料による限り，ランキンから蒋に対するこの種の
言及はこれまでになく，前記の，最高指導部への直接的な働きかけが初めて実践されたと言えよう。
　要するに上記 2つのアプローチは，前章第 2節で確認した，経済発展と自立の促進に向けた国務
省の提案を，深化させるまたは具現化するものに他ならなかった。
　つぎに台湾側の動向である。57年夏以降，国府において，「経済発展をこれまで以上に重視する
方向への，経済政策における一定の変化を示す兆候」が現れていた［FR(6): No. 8］。兆候とは，次
の 2つの事実を指していた。
　一つは，経済運営をめぐる人事の刷新であった。具体的には，57年 8月下旬の，兪鴻鈞，尹仲容，
厳家淦による行政院経済安定委員会新指導部の発足，そして，翌 58年 3月の，外匯貿易審議委員長，
財政部長，経済部長の交代がそれであった。とりわけ，財政部長の交代は重要であった。軍事に次
いで優先すべきは「消費水準と物価安定の維持」か，それとも「経済発展のための消費抑制」かと
の点をめぐる国府内部の対立の下，蒋の厚い信任を背景に前者を主導してきた徐柏園が閣内から去
ることで，この対立の構図に大きな変化が生じたからである。かかる変化は，消費水準の引き上げ
よりも生産的投資を重視する前述の米側の立場に沿うものであり，政権内では，新体制の下，財政
管理の改善，投資の誘致，輸出の奨励等，経済発展に向けた措置が推進されるであろうとの期待が
語られた［NA(46), (40), (47)］。そして実際に，多重為替レートの「熱烈な支持者」であった徐が
去り，58年 4月，将来的な「一本化」に向けた為替レートの「限定的」改革が実現したことは，
その期待の一端を裏付けたのである［FR(6): No. 8; NA(48)］4）。
　もう一つは，58年 1月末以降の，米大使館スタッフに対する国府高官の相次ぐ発言であった。
彼らは異口同音に，軍事上の負担が経済発展を阻害していると言明したのである。そうした発言は，
1月末の台湾省財政庁長の陳漢平を皮切りに，台湾省政府主席周至柔，徐柏園，厳家淦（58年 3月
以降，徐に代わり財政部長），江杓，楊継曾（58年 3月以降，江に代わり経済部長），外交部長葉
公超と続き，7月半ばには，副総統陳誠も葉の説得を受けて彼らに同調した［NA(29), (49), (50), (51), 
(52), (53)］。しかも，陳誠を含む高官の中には，そうした負担を軽減する手段として軍隊の「一定
の縮小」に言及する者すらおり，大使館スタッフはこの「極めてまれ」な発言に驚きを隠せずにい
た［NA(29), (54), (49)］。これらの発言は，前記の，軍事費の削減を促すロバートソンの働きかけ
が一定の影響を及ぼした可能性を示唆するとともに，軍事予算の「現実的な」編成を求める前出の
政権の立場に沿うものでもあった。
　そして，これら二つの事実に関する詳細な情報が，58年 4月半ばの NSC5723の進捗報告書に盛
り込まれたことからうかがえるように，政権は強い関心を以て国府側の動向を注視していたのであ
る［FR(6): No. 8］。
4）なお，ここで挙げた為替レート問題を含む経済政策をめぐる，国府財経官僚の間における論争については，Kuo 
2012: chap. 5を参照。
二つの海峡危機の狭間におけるアメリカ合衆国の台湾政策122
　以上が，57年秋の NSC会合に前後して米台双方に現れた注目すべき動向であった。ただ国府側
の動向について言えば，それが実際に，経済発展や自立に寄与するか否かは未知数であった。例え
ば，上記進捗報告書は，国府が，米国の経済援助への「依存を近い将来に低下させる措置」，すな
わち自立に向けた措置に，積極的に着手した証拠を見出していなかった。また，葉公超らが米側に
指摘したように，「大規模な軍隊は力の象徴」との確信で揺るぎない蒋介石は，国防費の削減や軍
事力の縮小を受け入れそうになかった。事実，ランキンとの上記会談等の場で，蒋はそうした削減
や縮小を強く否定し，米側の援助減額を批判するばかりで，ランキンの提言に一向に耳を貸さなかっ
たのである［NA(53), (55); FR(6): No. 8; CF, PRC 1987］。
　このような状況の下，台湾海峡は 58年 7月末，55年春以来の緊張の高まりを迎えようとしていた。
かくして，政権全体の関心が安全保障上の動向へと集中してゆくなか，経済発展と自立をめぐる議
論は一旦後景へ退くことを余儀なくされたのである。
おわりに
　以上本稿は，1955年夏の「分断固定化」成立後の二つの海峡危機に挟まれた 3年間を取り上げ，
変容する冷戦下のアイゼンハワー政権の台湾政策について，軍事，経済面を中心に，なかでも台湾
の経済的自立をめぐる省庁レベルの議論に着目して考察した。本稿の結論は以下の通りである。
　まず，軍事面についてである。この時期，プロクノウによる台湾向け軍事援助の削減案や，予算
局等の求めた国府軍の任務の修正と兵力水準の引き下げなど，冷戦の変容を踏まえ 55年夏の台湾
政策に変更を迫る興味深い提案が行われた。だが，国務省極東局や JCSによる反論を前に，それ
らの提案の旗色は悪くなる一方であった。国務省等がその理由として挙げたのは，台湾海峡におけ
る中国の変わらぬ脅威，その脅威をふまえ国軍を対外軍事活動に活用する可能性，アジアの非共産
諸国に対する政治的影響，そして何より国府の士気への配慮であり，さらに彼らは，それらの要因
の全てが，極東における米国の安全保障上の利益を決定的に左右する点を強調したのであった。そ
して，57年秋の NSC会合の場で，そうした利益を「何にもまして重要」と断じる大統領とダレス
のコンセンサスの下，予算局等の提案は却下され，55年夏における国府軍の兵力水準と任務が堅
持されたのである。
　先行研究の指摘する通り，50年代半ば以降，政権は冷戦の変容を受け，第三世界とくにアジア
諸国への対応においてそれまでの軍事優先の見直しを進めたのであり，それは例えば，韓国向けの
軍事援助や軍事力水準の引き下げに賛同する大統領の言動として顕著に現れた［李 1996: 210―212，
232―239］。だがその図式は，58年夏までの台湾には必ずしも当てはまらなかったのである。
　とはいえそれは，冷戦の変容が，この 3年間の台湾政策の様態に何の変化ももたらさなかったこ
とを意味するのではない。変化は経済面，より具体的には台湾の経済的自立をめぐる政権の立場に
おいて鮮明に現れた。
　55年夏まで，政権内で，台湾の経済的自立やそのための経済発展に与えられた優先順位は相対
的に低かったものの，55年末以降，対外援助全般をめぐる政権内の議論やプロクノウの問題提起
が契機となり，経済発展と自立に対する関心やそのための取り組みを強化すべしとの声は大きく高
まった。ただし 56年の時点で，そうした取り組みの具体的な方向性や道筋をめぐる，政権として
の見通しはまだはっきり描かれていなかった。だが，57年以降，NSC企画委員会においてこのテー
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マをめぐる本格的な議論の舞台が整うなか，台湾の経済発展と自立の妨げとなる問題群がはじめて，
省庁レベルで系統的かつ包括的に論じられ，それを踏まえ国務省等と予算局等の両勢力は，問題の
解決と自立の促進に向けた具体的アプローチを各々提起したのであった。こうして，上述の方向性
や道筋は次第に形作られていったのである。
　一方，56年秋以降，長期的経済発展を志向する財経官僚の声として現れた国府側の新たな動向は，
如上の政権内の議論に影響を及ぼす変数となり始めていた。そして，57年半ば以降の，国府の政
策における経済発展重視に向けた変化の兆しは，国府の動向に対する政権の関心をさらに促し，上
記の変数としてその動向が持つ重みを高めたのである。
　最終的に 57年秋の NSC会合の場で，予算局等の立場を抑えて国務省等の議論が「勝利」を収め，
そして会合後，企画委員会での国務省の提言に沿って，また，連邦議会の対外援助減額措置や国府
側の上記の動向にも促される形で，蒋以下の国府最高指導部に向けて，軍事費の削減や経済改革を
勧める働きかけが実践され始めたのである。
　かくして 58年夏までに，国務省等の主張を軸とし，上述の諸々の事実により肉付けされた，台
湾の経済発展と自立をめぐる政権としての新たな立場が姿を現したのである。その立場とは改めて
整理するならば，まず，経済発展と自立を妨げる問題の構図をめぐるコンセンサスとそれらの問題
の解決に向けた確固たる意志，つぎに，問題解決と自立促進のための取り組みとして，消費抑制に
よる生産的投資の活性化や国府軍事費の削減をとくに重視する姿勢，そして，そうした取り組みの
効果を最大化するための蒋ら最高指導部に対する直接的な働きかけ，であった5）。いまや政権は，
この新たな立場の下，台湾政策の軸足を経済的自立の推進へとはっきり移していたのである。
　55年夏には見られなかった，経済面におけるこうした新たな立場やその下での国府指導部に対
する上記の実践とは，この 3年間における台湾政策の変化を鮮やかに描き出すものであった。そし
て，その変化を導き出す直接の舞台となった，57年の NSC企画委員会での議論とはもとを辿れば，
55年末の NSC会合により設置されたプロクノウ委員会に端を発し，さらにその設置は冷戦の変容
を直接の契機としていた。そうであれば，このような経済面の変化とは，冷戦の変容の産物に他な
らなかったと言えよう。
　ただしこうした変化とは，58年夏の時点でまだ緒に就いたばかりであった。上述の新たな立場
に関して，例えば，生産的投資の活性化という場合，具体的にどの産業部門に重点を置くのか，あ
るいは，大陸反攻を至上命題とし軍事偏重に凝り固まった蒋を，長期的経済発展と自立の重視へと
如何に導きうるのか等々の点に関して，この時点で十分に詰められていたわけではなかった。その
ような形成途上の立場が，経済発展と自立を見据え広範な改革を国府に促す，政権としての体系的
な行動方針に結実するには，58年 10月末の第 2次台湾海峡危機の終息後まで待たなければならな
かった。すなわち，そうした体系的方針は，59年 12月，サッツィオ（Leonard J. Saccio）ICA副
長官による訪台に際しての「経済発展加速計画」，また，それと前後しての，政権ハイレベルによ
る他のアプローチ―59年 2月のドレーパー（William H. Draper）委員会の訪台，6月のハラルドソ
ン（Wesley C. Haraldson）ICA台北支局長の演説，そして 10月のディロン（C. Douglas Dillon）国
務次官の訪台―において示されるのである［石川 2012: 144，149―152; 趙 1985: 17―20; 前田 2000: 10
5）57年 10月初頭，国務省は台北の大使館に宛てて，本稿の 2の (2)で言及した，56年 5月初頭の国務省・ICA合
同電を再送していた。それは，米国の援助と台湾の国内資源の使用において，消費よりも投資を優先すべしとの政
権の立場をあらためて大使館に想起させるためであった。NA(56)
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―11; FR(5): 643―646］。
　とはいえ，58年夏の台湾政策を特徴づける上述の立場，そして，その立場の下で目指された経
済的自立は，それらのアプローチを規定する中心的要素でもあった。その意味で，この 3年間の台
湾政策の変化はまた，かかるアプローチを生み出す土壌をかなりの程度，準備していたとも言えよ
う。そして，この 3年間における変化が起点となり，次いで上記のアプローチにより勢いを得る，
台湾の経済的自立に向けた歴史的プロセスは最終的に 65年，米国の経済援助の停止を以て完結を
みることになるのである。
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United States’ Policy toward Taiwan during the Period 
between Two Crises in the Taiwan Strait
In Search of ‘Economic Self-support’ on Taiwan
Masami FUKITO
アブストラクト
　本稿は，二つの台湾海峡危機に挟まれた 3年間（1955年夏～58年夏）を取り上げ，変容する冷戦
下のアイゼンハワー政権の台湾政策について，とくに経済面に着目して考察し，次の結論を得た。す
なわち，55年夏まで，台湾の経済的自立とそのための経済発展に与えられた政権の優先順位は相対
的に低かったものの，55年末以降活性化したこのテーマをめぐる省庁レベルでの議論を経て，政権
は，58年夏までに台湾政策の軸足を経済的自立の推進へとはっきり移し，さらにはその新たな立場
の下，自立へと国府を促す具体的な働きかけを実践し始めたのである，と。55年夏には見られなかっ
たこうした新たな立場や実践とは，この 3年間の台湾政策の変化を鮮やかに示すものであり，そして
その変化は，65年における米国の台湾向け経済援助の停止に向けた，つまり台湾の経済的自立の達
成に至る，一連の過程の始まりを意味していた。
